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各  位 
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会 社 名 ソフトバンク株式会社 

 （コード番号 9984 東証第一部） 

代 表 者 代表取締役社長 孫 正義 

 

株式会社ヤマダ電機との資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日、株式会社ヤマダ電機（以下「ヤマダ電機」）と資本業務提携（以下「本資本業務

提携」）に関する契約を締結しましたので下記の通りお知らせいたします。この契約に基づき、当

社は、ヤマダ電機が実施する当社を割当予定先とする第三者割当増資による自己株式の処分に関

し、当該自己株式 48,324,400株（保有割合：5.00％（注 1））を 1株当たり 471円、総額 22,761

百万円で引受ける予定です。 

（注 1）ヤマダ電機の 2015年 3月 31日現在の発行済株式総数 966,489,740株を基に算出しています。 

記 

1. 本資本業務提携の目的等 

当社と家電量販業界のリーディングカンパニーであるヤマダ電機は、パーソナルコンピュー

ター用ソフトウエアの販売に始まり、ADSL や光ファイバーによる高速インターネット接続サー

ビスの販売、移動通信サービス及び携帯端末・アクセサリーの販売まで、長年にわたる取引を

通じて新たな市場の創造と拡大を行ってきました。 

しかし、少子高齢化・人口減少といった人口統計上の変化に伴う国内の経済構造の変化に加

え、国内の移動通信サービス契約数が 1 億 5,512 万件（注 2）に達するなど各種通信サービス

の普及が進んだことから、今後の国内通信サービス市場の成長は従来よりも緩やかになるとみ

られます。 

このような状況の中、当社は、国内事業を着実に成長させていくため、①ヤマダ電機が全国

に有する店舗網を活用した、移動通信サービスや携帯端末・アクセサリー、高速インターネッ

ト接続サービスなどの販売力のさらなる強化、②当社グループの通信事業や自然エネルギー事

業、ロボット事業と、ヤマダ電機のスマートハウス事業の組み合わせによる ICT を活用した新

たな市場の創造を目的として、このたび、ヤマダ電機と本資本業務提携を行うことを決定しま

した。当社がヤマダ電機の株式を保有することで、ヤマダ電機との連携をこれまで以上に強固

なものとし、スピーディーに成果を出すことができると考えています。 

（注 2）電気通信事業者協会が公表した株式会社 NTT ドコモ、KDDI 株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社の 2014 年 12

月末現在の携帯電話契約数にワイモバイル株式会社の 2014年 12月末現在の携帯電話および PHS契約数を加えたもの。 

 

2. ヤマダ電機の概要 

(1) 名 称 株式会社ヤマダ電機 

(2) 所在地 群馬県高崎市栄町 1番 1号 

1 

 



 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山田 昇 

(4) 事業内容 国内有名メーカー及び海外有名メーカーの家庭電化製品並びに

オーディオ機器・健康器具・介護関連機器・情報機器・携帯電話

の販売と修理、ビデオレンタル、ビデオセル、書籍の販売、リフ

ォーム・住宅事業 

(5) 資本金 710.5億円（2015年 3月末現在） 

(6) 設立年月 1983年 9月 

(7) 大株主及び持株比率 ゴールドマンサックスインターナショナル 8.90％ 

株式会社テックプランニング 6.76％ 

ロイヤルバンクオブカナダトラストカンパニー 

（ケイマン）リミテッド 
5.37％ 

(8) 当事会社間の関係 資本関係 該当ありません。 

人的関係 該当ありません。 

取引関係 当社の子会社であるソフトバンクモバイル株式

会社やソフトバンクコマース＆サービス株式会

社がヤマダ電機と取引を行っています。 

関連当事者へ

の該当状況 

該当ありません。 

(9) 経営成績及び財政状態（連結）                    （百万円） 

 決算期 2012年 3月期 2013年 3月期 2014年 3月期 

 売上高 1,835,454 1,701,489 1,893,971 

 営業利益 88,978 33,930 34,265 

 経常利益 102,225 47,906 50,187 

 当期純利益 58,265 22,203 18,666 

 純資産 526,743 555,391 553,354 

 総資産 937,841 1,138,389 1,196,288 

 

3. 日程 

本資本業務提携契約締結日 2015年 5月 7日 

業務提携開始日 2015年 5月 7日 

払込期日 2015年 5月 25日（予定） 

 

4. 今後の業績に与える影響 

本資本業務提携が 2016 年 3 月期の当社連結業績に与える影響は軽微ですが、中長期的に当社

の国内事業の業績向上に資するものです。 

以 上 

********本件に関する報道関係のお問い合わせ先******** 

ソフトバンク株式会社 広報室  03-6889-2300 
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